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研究成果の概要（和文）：介護保険制度における要支援認定高齢者の生活の質は，適切な予防策を講じることで
維持，または改善する．そのためには要支援高齢者のケアニーズに応じた社会資源を整えることが必要である．
本研究では要支援高齢者には身体面のほかに，地域住民ボランティアによるサポートを含む心理社会面への支援
を強化する包括的な地域ケアモデルを構築する必要性が明らかになった．さらには，地域ケアモデルを構築する
際は住民と保健医療福祉職が協働した地域診断を行うことが有用であることが示された．

研究成果の概要（英文）：Quality of lives on ambulatory frail older adults who were certified as 
Support Level in the Long-term Care Insurance System could be maintained or improved by the 
appropriate preventive care. For that reason, care resources corresponding to care-needs of the 
ambulatory frail older adults are needed to be provided in community care settings, in the present 
study the comprehensive community-based care model to enhance functional and phycho-social aspects 
including informal support by local volunteers should be developed. In particular, the study 
suggested that community assessment collaborated with residents and health or welfare care 
professions could be beneficial. 

研究分野：地域・老年看護学

キーワード： 介護予防　虚弱高齢者　ソーシャル・キャピタル　地域看護　地域ケアモデル

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
要支援高齢者に対する予防給付（介護保険法によるサービス給付）の大部分は，地域支援事業に移行されてきて
おり，介護保険制度の保険者である各市町村における特徴ある対策が求められている．本研究では，要支援高齢
者が暮らす地域特性に応じた包括的な地域ケアモデルが必要であることが示され，さらにはケア資源開発に必要
な枠組みが明確になったことにより，地域における高齢者ケア実践や看護学の発展に有用な知見を提示すること
できたと考える．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 

１．研究開始当初の背景 

  わが国では 2025年には，いわゆる団塊の世代が 75歳以上の後期高齢者となる．この 2025

年問題を解決するために，虚弱性を有する要支援高齢者の要介護化の予防は急務の課題である．

なお，要支援高齢者とは，介護保険制度による要介護度 7段階（要支援 1～2，要介護 1～5）の

うち，介護に要する手間が軽度の者のことであり，要介護認定者のうち，要支援高齢者の割合は

28.1％と約 3割近くを占める（介護保険事業状況報告暫定版，2021年 1月）．高齢者の自立度の

変化には，生活に関する様々な要因が関与しているため，適切な予防策を講じることにより，そ

の自立度が改善する場合がある．研究開始当初は，要支援高齢者に関するすべてのサービスにつ

いては介護保険制度の予防給付により提供されていたが，2017（平成 29）年度より，要支援高

齢者に対する予防給付の一部（訪問介護や通所介護）は，地域支援事業に移行し，各地域の特徴

やその地域に暮らす人々のケアニーズに応じた社会資源を提供することが推進されてきている．

さらには，それらのフォーマルなサービスに加え，地域住民同士の助け合いなどを活かしたイン

フォーマルな資源を含む包括的な地域ケアモデルを構築することの必要性が広く認識されるよ

うになっている． 

 今後，高齢化がさらに進み，総人口や生産年齢人口が減少する日本においては，限られたケア

にかかわる社会資源を必要な対象に有効に配分し，すべての人々の健康と生活を保障するため

に，地域での支えあいを強調する要支援高齢者のケアニーズに応じた地域ケアモデルを構築す

る必要がある． 

  

２．研究の目的 

 本研究の目的は要支援高齢者のケアニーズに対応した地域ケアモデルを構築し，その効果を

評価するものである． 

具体的には，地域ケアモデルの構築の第一段階として，ある自治体の日常生活圏域複数箇所に

おいて要支援高齢者のケアニーズに関する地域診断をもとに各地域の特性を加味したケアモデ

ルを展開した． 

第二段階として，同自治体において，要支援高齢者と住民福祉ボランティアを対象とした調査

を行い，高齢者の虚弱性や住民のソーシャル・サポートとの関連を検討し，その地区におけるケ

アモデルの効果を評価した． 

第三段階として，これらの知見をもとに地域ケアモデルをつくるための地域診断の枠組みを

作成した． 

 

３．研究の方法 

（1）第一段階 

 A 市のモデル地区 3地区（B～D地区）において，「要支援（虚弱な）高齢者に必要な支援は何

か」をテーマとして，合計 6回の住民と介護職や医療職を対象とした日常生活圏域を範囲とした

ワークショップを実施した．ワークショップでは 2014（平成 26）年度に予備的に実施した要支

援高齢者に対する訪問面接調査（ベースライン調査），地区踏査，フォトボイスなどの結果を用

いて，各地区の住民と地域の介護職や医療職にフォーカス・グループ・インタビューを実施し，

それぞれの地区における地域ケアモデルをつくるためのケア課題や対応策を検討した．なお，フ

ォトボイスとは，写真を撮影し，その写真に撮影者（専門職や住民）の語り（ボイス）をつけ，



それらをもとにグループで地域での課題を話し合い，分析を行う手法のことである． 

 

（2）第二段階 

 調査対象者は，A市在住の全要支援高齢者のうち介護保険サービスの全利用者 756 名と全住民

福祉ボランティア（民生委員ならびに福祉委員）418 名である． 

要支援高齢者には，保健師，看護師，社会福祉士，ケアマネジャーによる訪問面接調査を実施

した．分析対象者は，調査時点での入院者，死亡者，要支援認定以外に転じた者，転出者等を除

外した 587 名であった． 

要支援高齢者への調査内容は，基本属性の他，町丁字レベルの住所データ，介護保険サービス

利用状況を把握した．また，要支援高齢者のフレイルの程度を把握するために Phenotype 型フレ

イルと包括的フレイルの点から評価した．Phenotype 型フレイルは，Fried Frailty Criteria に

則り，5つの身体兆候（Shrinking，Weakness，Exhaustion，Slowness，Low Activity）につい

て問い，これらの項目のうち，3項目以上該当する者を先行研究の評価基準に基づき，フレイル

と判定した．包括的フレイルは介護予防チェックリスト 15 項目版（閉じこもり，転倒，低栄養

を構成概念とする）を用い，これまでの研究報告をもとに 4点以上をフレイルと判定した． 

住民福祉ボランティアには郵送自記式質問紙調査を行い，有効回答者 315 名の結果を分析に

活用した． 

住民福祉ボランティアへの調査内容としては，基本属性の他，町丁字レベルの住所データ，居

住年数，ボランティア活動年数を把握した．また，住民福祉ボランティアにおける虚弱な高齢者

にかかわるソーシャル・キャピタルを把握した．ソーシャル・キャピタルの評価としては，認知

的ソーシャル・キャピタルは，高齢者見守り効力感（Tadaka らによる地域高齢者見守り効力感

尺度にて測定），地域コミットメント（Kono らによる地域コミットメント尺度にて測定），世代

性関心（丸島らの世代性関心尺度にて測定），構造的ソーシャル・キャピタルに近所づきあい

（Mujahid らによる近隣尺度の下位尺度「近隣づきあい」を使用）を把握した． 

分析方法は，各要支援高齢者と住民福祉ボランティアの居住地の距離を地理情報システム

（ArcGIS Ver10.5）にて,町丁字レベルの緯度経度情報から測定した．その上で，各高齢者の住

所地の 1 キロメートル以内に居住する住民福祉ボランティアを当該要支援高齢者にひも付け，

要支援高齢者一人あたりの近隣住民福祉ボランティアの属性およびソーシャル・キャピタルス

コアの平均値算出した．さらには，要支援高齢者のフレイルと近隣住民福祉ボランティアのソー

シャル・キャピタルとの関連性を検討するため，ロジスティック回帰分析によるオッズ比および

95％信頼区間を算出した． 

 

（3）第三段階 

 第二段階までの調査結果をもとに，地域ケアモデルを構築するための地域診断に活用するフ

レームワーク試案を作成し，高齢者の生活行動圏域における生活資源へのアクセシビリティに

関する住民参加型地域診断を実施した．第三段階では，要支援高齢者の生活資源として重要な買

い物，受診，地域交流の 3テーマに着目し，キーインフォーマント（KI）として，地域高齢者ケ

アに携わる医療保健福祉職および住民福祉ボランティア（福祉委員）を合計 33 名に対して，フ

ォトボイスを用いて，地域診断を行うワークショップを実施した．また，プライマリインフォー

マント（PI）とした当該地域で暮らす高齢者を 8名に対して，半構成的面接を行い，地区視診や

GIS による地域把握を実施した．これらの定性的データをもとに，地域診断に活用するフレーム

ワークを確定した． 



 

４．研究成果 

（1）第一段階 

 第一段階の研究にて実施したワークショップでは，次に示す内容を把握することができた．具

体的には B地区では，「高齢者のための交流活動は多いが，閉じこもりがちの者が参加していな

い」，C 地区では「独居が多く，地域の人との交流希望は少ないため，虚弱な高齢者が孤立しや

すい」，D 地区では「買い物施設が散在しており，高齢者が自転車に乗れなくなると買い物に行

きにくい」が課題として示された．そこで，これらの課題を解決することを目的に各地区のケア

モデルを開発した．まず，各課題の解決の具体的方向性を話し合い，その必要性を共有するため

に，地域で暮らす実際の高齢者例からワークショップ用の教材事例を作成した．その結果，要支

援高齢者を見守るために「高齢者の暮らしやすさを考え隊」とする住民ボランティアグループを

つくり，定期的に要支援高齢者に関するケア課題の解決方法やケア資源をコーディネートする

プラットフォームの場を設定した．さらに，課題の解決方法をより明確にするために住民ボラン

ティアが地域包括支援センタースタッフとともに，要支援高齢者に見守り訪問を行うプログラ

ムを実施した．  

 

（2）第二段階 

対象となった要支援高齢者のうち，訪問面接調査を完了した 587 名（平均年齢 81.7±6.8 歳；

女性 74.5%）は，Phenotype 型フレイルの者が 48.5％，包括的フレイルの者が 83.0％であった．

ロジスティック回帰分析にて各フレイル判定のオッズ比を比較した結果，近隣住民ボランティ

アの近隣づきあいの程度が高い要支援高齢者は，低い者に比べ包括的フレイルではなかった（オ

ッズ比：0.40；95%信頼区間[0.19－0.85]）． 

一方，Phenotype 型フレイルと近隣住民ボランティアのソーシャル・キャピタルとの間に有意

な関連性は認められなかった．なお，各フレイル指標の下位項目とソーシャル・キャピタルとの

関連性については，近隣住民ボランティアの世代性関心が高い要支援高齢者は，世代性関心が低

い者に比べ，体重減少（OR：1.96；95%信頼区間[1.03－3.71]），および閉じこもり（オッズ比：

2.35；95%信頼区間[1.39－3.96]，）である傾向がみられ，要支援高齢者のフレイルと近隣住民ボ

ランティアのソーシャル・キャピタルに関連性が認められた． 

なお，ベースライン調査結果に比べ，高齢者のフレイルについては全体的に悪化傾向がみとめ

られ，モデル地区とそれ以外の地区においてもその変化に違いはみられなかった．しかしながら，

本結果より，近隣住民ボランティアの近隣づきあいがフレイル予防に役立つ可能性が示され，イ

ンフォーマルなケア資源を整えることの重要性が示唆された． 

 

（3）第三段階 

第三段階としては，フォトボイスを用いたワークショップ，地区踏査，プライマリーインフォ

ーマントへの半構成的面接から構成される住民参加型地域診断を行った．高齢者の生活行動圏

域における生活資源へのアクセシビリティに関する地域診断として，買い物の不便さを解消す
るために「多様な買い物サービスの維持・向上」と「買い物送迎サービスの不足」を補う必要性，
受診に関しては「健康意識の維持・向上」を図り，「通院送迎サービスの不足」を解消する必要
性，地域交流に関しては「地域の取り組みの維持・向上」を図り，「住民が気軽に立ち寄れる場
の不足」を解消する必要性が挙げられた． 
また，これらの地域診断を導く際には，図に示すフレームワークを使用することが可能である



と考えられた．本研究より，住民と保健医療福祉職と協働した地域診断により，要支援高齢者の
ケアニーズに応じた地域ケアモデル構築のための課題を明らかにできることが示された． 

 

 

  

（4）まとめ 

 以上より，本研究では要支援高齢者には身体面のほかに，地域住民ボランティアによるサポー

トを含む心理社会面への支援を強化する包括的な地域ケアモデルを構築する必要性が明らかに

なった．さらには，地域ケアモデルを構築する際は，住民と保健医療福祉職が協働した地域診断

を行うことが有用であることが示された． 
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